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2026 年５月１日 

 

株式会社近鉄百貨店 2026 年２月期 決算説明会 質疑応答要旨 

日時：2026 年４月 23日（木）16：00～17：00 

 

 

Ｑ：大阪・関西万博における販売好調の要因について 

 

Ａ：今回の大阪・関西万博が 2026 年２月期の業績を強力に牽引した背景には、過去の「2005 年

日本国際博覧会（愛・地球博）」や「第 27 回全国菓子大博覧会（お伊勢さん菓子博）」等で

蓄積してきた「博覧会運営ノウハウ」と「独自の商品開発力」がある。 運営面では、過去

の博覧会実務に精通した熟練スタッフを責任者に配した 30 名体制の専任組織を構築し、効

率的な人員配置や運営を徹底した。加えて、20 名規模の新入社員を現場へ投入し、売場の

活気が生まれ、集客にも寄与したと考えている。商品面では、当社限定のオリジナル商品開

発に注力したことが他社との明確な差別化に繋がった。本プロジェクトを通じて得た商品

管理・物流の知見は、来年開催の「2027 年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）」において

も最大限に活用し、さらなる収益機会の創出に繋げていく方針である。 

 

 

Ｑ：減損損失の計上に関する背景を教えてほしい。 

 

Ａ：当社が進める店舗構造改革において、自社物件の上本町店や橿原店、営業面積２万㎡程度の

草津店・生駒店などは安定的な収益基盤を確立している。一方で、賃借物件である店舗のう

ち、固定費（床コスト）の負担が大きく、収益性の改善が遅れている「四日市店」および「奈

良店」について減損損失を計上した。 今回の減損処理により、当該店舗の固定費負担が大

幅に軽減されるため、これを機に当該店舗の構造改革を一層加速させ、早期に収益性の改善

を図っていく。 

 

 

Ｑ：フランチャイズ事業の店舗数減少の背景と今後の展望について教えてほしい。 

 

Ａ：フランチャイズ事業は 2015 年度にスタートして以降、利益率向上に寄与する柱として、昨

年度には 70 店舗、売上高 200 億円にせまる規模にまで成長した。足元の店舗数減少は、持

続的な成長を目指し 「量から質への転換」に基づく戦略的な精査によるものである。具体的

には、人材確保や採算性の面で課題のあった「重飲食」カテゴリーの３店舗と、名古屋店閉

店に伴う２店舗の計５店舗を閉鎖した。今期については、厳選した高収益業態を中心に経営
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資源を再配分し、年間 10 店舗程度の新規出店を計画している。不採算業態の見直しと成長

領域への投資というポートフォリオの最適化を通じて、利益のさらなる積み上げを期す。 

 

Ｑ：インバウンド（免税売上）の現状と中長期的な見通しについて教えてほしい。 

 

Ａ：2025 年度の免税売上は 111 億円で （収益認識基準適用前）、前年の特選ブランドの値上げ前

の駆け込み需要の反動等により前期比で減少した。2026 年度は 120 億円（収益認識基準適

用前）を見込む。現在、特定の国や団体客のボリュームに過度に依存せず、海外の富裕層や

リピート客の囲い込み施策に注力している。2025 年 11 月に本格始動した「VIP カード施策」

を通じ、海外クレジットカード会社等と連携した富裕層・リピーター層の囲い込みに注力し

た結果、足元の３月・４月の実績は前年を上回る水準で推移している。 

基本的には、国内需要を主軸とした安定的な収益基盤の構築を基本方針とする。インバウン

ド戦略においては VIP 顧客の囲い込みをはじめ多角的な施策を講じていく。 

 

Ｑ：近鉄グループのシナジーを活かした外商戦略の優位性について。様々な外商関連の施策の

中で、特に近鉄百貨店だからこそ可能な取り組みはどのように考えているのか。 

 

Ａ：外商の売り上げは好調に推移しており、今後も、さらなる成長に向けた施策を講じていく。

当社の外商事業における最大の優位性は、「近鉄グループの総合力」を背景とした多角的な

提案力にある。百貨店の商品ラインナップに加え、グループ各社が保有する旅行、不動産を

はじめとする多様なサービスを 「近鉄グループの外商」としてワンストップで提供できる体

制は、他社にはない強力な差別化要因である。また、グループ横断のデータ基盤を活用し、

未開拓のグループ顧客へのアプローチも強化する。近鉄グループの 「商品力」と「顧客基盤

の拡大」を両輪とし、富裕層市場におけるシェア拡大を加速させていく。 

 

 

以 上 

 


